予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費　　　
	事業名　愛のともしび基金事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　地域福祉国保課　地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2522 ）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp　　
１　事業費　　        　　48,818　千円（前年度予算額：   48,850  千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	48,850
	0
	0
	0
	501
	24,000
	24,349
	0
	0

	要求額
	48,818
	0
	0
	0
	469
	24,000
	24,349
	0
	0

	決定額
	48,818
	0
	0
	0
	469
	24,000
	24,349
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
社会福祉事業の振興及び充実を図るため、岐阜県愛のともしび基金に寄せられた寄附金を財源とし、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等が実施する福祉活動に対し補助を行う。
（２）事業内容

	助成対象事業名
	補助率
	補助限度額

	社会福祉法人等施設整備事業
	1/2以内
	1,500千円

	社会福祉法人等備品整備事業
	1/2以内
	750千円

	社会福祉法人等調査・研究開発事業
	1/2以内
	500千円

	社会福祉法人等啓発事業
	1/2以内
	500千円

	福祉活動団体育成事業
	1/2以内
	500千円

	その他の事業
	1/3以内
	500千円


＜法令等との関係＞

・岐阜県愛のともしび基金条例（H22.10.21施行）

・岐阜県愛のともしび基金事業費補助金交付要綱（H22.11.1施行）

（３）県負担・補助率の考え方

 愛のともしび基金事業は、県民からの善意の寄附金を財源として、社会福祉法人、福祉ＮＰＯ、ボランティア団体など、営利を目的としない団体が行う地域福祉活動に対して補助金交付を通じてその取り組みを支援するものであり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	349
	基金事業推進費（事務費）

	補助金
	24,000
	施設整備事業、施設整備事業以外

	基金積立金
	24,469
	個人・団体等からの寄附金、基金運用益

	合計
	48,818
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　岐阜県愛のともしび基金に寄せられた寄附金、基金の運用益を基に国・県の補助対象とならない民間社会福祉事業に助成を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	補助件数
	（H  ）
	34件

22,456千円
（H 24）
	35件

21,714千円
（H 25）
	30件

20,378千円
（H 26）
	36件
24,000千円

（H 27）
	83％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（これまでの取組）

	・昭和51年、（財）愛のともしび基金が設立され、平成21年度まで助成事業を実施してきた。
　・平成22年、県長期構想に掲げる「安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり」のため、県の直営事業として主体的に推進していくこととした。
・同年4月(財)愛のともしび基金を解散、その後残余財産を県へ寄附。
  ・同年10月、岐阜県愛のともしび基金条例により基金設置。
  ・同年10月～財団が実施してきた社会福祉法人等への助成事業を、県に設置された基金からの繰入金を財源とした県事業として実施。
   ＜近年の愛のともしび基金助成事業の実施状況＞
年　度

補助件数

補助金額

平成２３年度

26件

13,342千円

平成２４年度（第１回）
26件

17,172千円

平成２４年度（第２回）
8件

5,284千円

平成２５年度

35件
21,714千円
平成２６年度（予定）

30件
20,378千円

　　　　　　


（前年度の成果）

	＜平成２６年度（予定）の補助容＞
補助金額：２０，３７８千円

・施設整備（８件）　　補助金額：　６，９５４千円

・備品購入（２２件）　補助金額：１３，４２４千円


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇
	社会福祉法人やNPO法人等が行う福祉活動に対し、きめ細かい支援を行うことで、対象法人等が行う福祉活動の効率化や規模拡大、福祉施設利用者の利便性向上等に寄与している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	　営利を目的としない団体が行う地域福祉活動に対して補助金交付を通じて幅広くその取り組みを支援することができている。
一方、景気が上向かず、低迷や低金利が長期化している現在の状況下において、寄附実績は全体的に低下する傾向にあり、新規寄附者の開拓などにより基金財源の安定化を図る必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	　寄付収入が伸び悩む中、細く長く継続するため、募集時期を工夫する等してニーズを最大限ひろい上げ、できるだけ補助件数を確保できるようにしている。


（今後の課題）

	Ｈ２３年度以降は、公益財団法人田口福寿会から同会が実施してきた助成事業の財源相当額を、１，３００万円を上限として、毎年寄附頂けることとなったが、経済情勢の悪化等による寄附金や利子収入の減少により、収入が減少している一方、補助件数は横ばいであり、今後の継続的な事業実施が不透明な状況が続いている。


（次年度の方向性）
	　景気が上向かず、低金利が長期化している現在の状況下において、寄附実績は全体的に低下する傾向にあり、新規寄附者の開拓など、基金財源の安定化を図るための方策を検討していく。


